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  （百万円未満切捨て）
１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
30年３月期 9,474 9.9 588 33.6 571 35.6 384 42.1 
29年３月期 8,622 5.0 440 17.0 421 17.1 270 37.7 

 
（注）包括利益 30年３月期 387 百万円 （21.9％）   29年３月期 318 百万円 （103.2％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
30年３月期 802.57 － 8.9 5.7 6.2 
29年３月期 550.27 － 6.6 4.5 5.1 

 
（参考）持分法投資損益 30年３月期 － 百万円   29年３月期 － 百万円 
（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行

われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」を算定しております。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
30年３月期 10,378 4,469 43.1 9,335.20 
29年３月期 9,578 4,169 43.5 8,704.01 

 
（参考）自己資本 30年３月期 4,469 百万円   29年３月期 4,169 百万円 
（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行

われたと仮定して、「１株当たり純資産」を算定しております。 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

30年３月期 649 △49 △346 2,802 
29年３月期 480 △27 △320 2,547 

 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
29年３月期 － 0.00 － 18.00 18.00 86 32.7 2.2 
30年３月期 － 0.00 － 220.00 220.00 105 27.4 2.4 

31年３月期（予想） － 0.00 － 240.00 240.00   22.1   

（注）１．平成29年３月期の期末配当金には、創業60周年記念配当２円を含んでおります。 
（注）２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。平成30年３月期の第２四半期以前の配

当金につきましては、当該株式併合前の実際の配当金の金額を記載しております。 
 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 4,753 3.7 257 4.0 248 4.2 148 0.4 309.12 

通期 10,023 5.8 820 39.4 803 40.4 521 35.5 1,088.19 
 



 
※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）        、除外  －社  （社名） 
 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 
 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期 500,000 株 29年３月期 500,000 株 

②  期末自己株式数 30年３月期 21,223 株 29年３月期 20,940 株 

③  期中平均株式数 30年３月期 478,948 株 29年３月期 491,677 株 

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併

合が行われたと仮定し、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を算定しております。 
 
（参考）個別業績の概要 
１．平成30年３月期の個別業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
30年３月期 9,467 9.9 556 36.2 549 37.7 372 44.9 
29年３月期 8,613 5.0 408 17.0 399 15.1 256 37.7 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
30年３月期 777.39 － 
29年３月期 522.60 － 

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の期首に当該株式併合が行われ

たと仮定して、「１株当たり当期純利益」を算定しております。 
 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
30年３月期 9,840 4,311 43.8 9,004.30 
29年３月期 9,050 4,022 44.4 8,397.13 

 
（参考）自己資本 30年３月期 4,311 百万円   29年３月期 4,022 百万円 
（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の期首に当該株式併合が行われ

たと仮定して、「１株当たり純資産」を算定しております。 
 
２．平成31年３月期の個別業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 4,748 3.7 243 5.4 146 0.6 304.94 

通期 10,011 5.7 781 42.0 504 35.4 1,052.68 
 
 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。業績予想の前提となる条件及び業績予想にご利用に当たっての注意事項等については、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況

（４）今後の見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に回復基調が続き、個人消費も持ち直

しの傾向が見え始め、海外情勢の不安定さはあるものの良好に推移いたしました。 

当社グループが関連する工事用保安用品業界におきましては、公共工事は横ばいの状況ではありますが、大規模

更新工事や震災関連工事が継続しており市場は良好に推移いたしました。一方では、人手不足による労務費の上

昇、材料や商品の高騰等の原価上昇リスクも続いております。 

このような状況の下、営業体制の見直し、高付加価値商品の回転率の向上やレンタル在庫の効率的な配置の徹底

を行い、また、顧客ニーズを取り入れた商品の開発、仕入価格の低減や経費抑制に努めてまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は9,474百万円（前年同期比9.9％増）となりました。利益面につきまして

は、営業利益が588百万円（前年同期比33.6％増）、経常利益は571百万円（前年同期比35.6％増）、親会社株主に

帰属する当期純利益につきましては、384百万円（前年同期比42.1％増）となりました。 

商品の品目別売上高の内訳につきましては、標識・標示板1,687百万円（前年同期比1.2％減）、安全機材638百万

円（前年同期比6.5％減）、保安警告サイン644百万円（前年同期比6.6％減）、安全防災用品907百万円（前年同期

比9.0％増）、その他1,189百万円（前年同期比12.5％増）であります。また、レンタル売上高につきましては4,406

百万円（前年同期比20.7％増）となりました。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 （東日本エリア）

 当連結会計年度において、東日本エリアの売上高は5,029百万円（前年同期比8.6％増）、営業利益は505百万

円（前年同期比23.3％増）となりました。営業の状況としては、東北地区で震災関連工事が減少しており、市

場の縮小傾向が続き伸び悩みましたが、全体的には堅調に推移いたしました。また、レンタル商品全般の回転

率が堅調でありました。これにより売上高、営業利益ともに増加いたしました。

 （西日本エリア）

 当連結会計年度において、西日本エリアの売上高は4,445百万円（前年同期比11.3％増）、営業利益は471百

万円（前年同期比45.4％増）となりました。営業の状況としては、ごく一部の地区を除き、売上高が好調に推

移いたしました。また、レンタル商品の回転率が向上いたしました。これにより売上高、営業利益ともに増加

いたしました。

 

(２）当期の財政状態の概況

 ① 資産、負債及び純資産の状況

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ800百万円増加し10,378百万円となりました。各資産、

負債及び純資産の要因は次のとおりです。 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産は6,566百万円（前連結会計年度末6,121百万円）となり、445百万円の増加

となりました。 

 この主な要因は次のとおりです。 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

現金及び預金 2,547百万円 2,802百万円 254百万円 ※１ 

受取手形及び売掛金 2,391百万円 2,464百万円 73百万円 ※２ 

商品及び製品 905百万円 1,019百万円 113百万円 ※３ 

※１ 連結キャッシュ・フロー計算書をご参照ください。 

※２ 当連結会計年度の売上高の増加のためであります。 

※３ 当連結会計年度の仕入高の増加のためであります。 
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（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産は3,812百万円（前連結会計年度末3,456百万円）となり、355百万円の増加

となりました。 

 この主な要因は次のとおりです。 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

有形固定資産 3,093百万円 3,372百万円 279百万円 ※１ 

繰延税金資産 16百万円 90百万円 74百万円 ※２ 

※１ 主にレンタル資産の増加118百万円、リース資産の増加176百万円によるものであります。 

※２ 退職給付に係る負債の増加によるものであります。 

 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債は4,095百万円（前連結会計年度末3,591百万円）となり、504百万円の増加

となりました。 

 この主な要因は次のとおりです。 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

１年内返済予定の長期借入金 336百万円 602百万円 266百万円 ※１ 

リース債務 120百万円 192百万円 71百万円 ※１ 

未払法人税等 104百万円 214百万円 109百万円 ※２ 

※１ 返済期日による流動負債への振替の増加によるものであります。 

※２ 課税所得の増加によるものであります。 

 

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債は1,814百万円（前連結会計年度末1,817百万円）となり、3百万円の減少と

なりました。 

 この主な要因は次のとおりです。 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

長期借入金 1,314百万円 946百万円 △368百万円 ※１ 

リース債務 263百万円 377百万円 114百万円 ※２ 

退職給付に係る負債 77百万円 328百万円 250百万円 ※３ 

※１ 返済期日による流動負債への振替の増加によるものと返済によるものであります。 

※２ 新規のリース契約によるものであります。 

※３ 退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法へ変更したことによるものであります。 

 

 （純資産） 

 当連結会計年度末における純資産は4,469百万円（前連結会計年度末4,169百万円）となり、299百万円の増加と

なりました。 

 この主な要因は次のとおりです。 

  前連結会計年度 当連結会計年度 増減 要因 

利益剰余金 3,552百万円 3,850百万円 298百万円 ※ 

※ 親会社株主に帰属する当期純利益と配当によるものであります。
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(３）当期のキャッシュ・フローの概況

 当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より

254百万円増加いたしました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、649百万円の収入（前連結会計年度は480百万円の

収入）となりました。 

 この内訳の主なものは、収入では税金等調整前当期純利益576百万円、減価償却費557百万円、退職給付に係

る負債の増減額249百万円によるものであり、支出ではレンタル資産取得による支出436百万円、たな卸資産の

増加額114百万円、法人税等の支払額162百万円であります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、49百万円の支出（前連結会計年度は27百万円の支

出）となりました。 

 この内訳の主なものは、有形固定資産の取得による支出49百万円であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、346百万円の支出（前連結会計年度は320百万円の

支出）となりました。 

 この内訳の主なものは、借入金減少102百万円、配当金の支払額86百万円、リース債務の返済による支出156

百万円であります。 

 なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
第57期 

平成26年3月期 

第58期 

平成27年3月期 

第59期 

平成28年3月期 

第60期 

平成29年3月期 

第61期 

平成30年3月期 

自己資本比率（％） 41.7 42.6 43.4 43.5 43.1

時価ベースの自己資本比率（％） 20.1 21.0 20.1 20.3 30.9 

キャッシュ・フロー対有利子負債比

率（年） 
8.2 18.4 9.3 7.7 5.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
9.3 4.7 11.0 15.1 21.1

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２. 株式時価総額は、期末株価終値 × 期末発行済株式数（第60期より自己株式を除く）により

算出しております。 

３. 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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(４）今後の見通し

今後のわが国経済は、個人消費の回復や雇用環境の改善が進み、引き続き緩やかな回復基調になると見込まれま

すが、米国の経済政策や外交政策、英国のＥＵ離脱等の海外リスクの世界経済への影響は未知数であります。 

当社グループが関連する工事用保安用品業界におきましては、公共工事は横ばい状況が続くと思われますが、大

規模更新工事等の老朽化対策工事やインフラ整備等の工事は継続的にあり、底堅く推移すると思われます。また、

オリンピック・パラリンピック関連工事はまだ本格化しておらず、今後、活発になると予想されます。 

このような状況の中、当社グループは高付加価値商品の充実、新商品の開発提案を積極的に行い、レンタル営業

の強化と商品の適正な配置を行い、常に変革を行っていきます。加えて仕入価格の上昇抑制や経費の削減にも随時

努めてまいります。 

これらを勘案し、次期の見通しにつきましては売上高10,023百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益820百万円

（前年同期比39.4％増）、経常利益803百万円（前年同期比40.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益521百万

円（前年同期比35.5％増）を見込んでおります。

 

(５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは、株主尊重を第一義と考え、今後の業績の伸展状況、配当性向を考慮しつつ、安定的な配当の維

持及び適正な利益還元を行っていくことを基本方針としています。当期につきましては、当初の利益予想を上回る

ことができましたので株主の皆様のご支援にお応えするため期末配当金を当初の予想の１株当たり160円から60円増

配の220円とさせていただきたいと存じます。内部留保につきましては業績の拡大や財務体質の強化を図るために有

効活用してまいります。 

なお、次期の期末配当金につきましても、基本方針の下、積極的な利益確保に努めながら、内部留保を確保しつ

つ配当を実施いたしたく１株当たり240円を予定しております。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏し

いため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,547,697 2,802,022 

受取手形及び売掛金 2,391,693 2,464,908 

商品及び製品 905,736 1,019,592 

原材料 184,438 184,810 

繰延税金資産 54,952 57,549 

その他 42,533 40,553 

貸倒引当金 △5,800 △2,500 

流動資産合計 6,121,251 6,566,937 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 2,208,392 2,224,554 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,368,205 △1,408,428 

建物及び構築物（純額） ※１ 840,186 ※１ 816,125 

レンタル資産 841,203 1,245,590 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △566,232 △852,615 

レンタル資産（純額） 274,970 392,975 

土地 ※１,※２ 1,573,326 ※１,※２ 1,573,326 

リース資産 848,715 1,183,150 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △467,932 △626,144 

リース資産（純額） 380,782 557,005 

その他 240,826 259,199 

減価償却累計額及び減損損失累計額 △216,743 △225,831 

その他（純額） 24,083 33,368 

有形固定資産合計 3,093,350 3,372,800 

無形固定資産 31,741 27,876 

投資その他の資産    

投資有価証券 204,569 210,321 

繰延税金資産 16,161 90,856 

その他 116,764 116,124 

貸倒引当金 △5,751 △5,972 

投資その他の資産合計 331,744 411,330 

固定資産合計 3,456,836 3,812,007 

資産合計 9,578,088 10,378,944 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,054,775 1,077,034 

短期借入金 ※１ 1,651,000 ※１ 1,651,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 336,600 ※１ 602,600 

リース債務 120,926 192,257 

未払法人税等 104,905 214,679 

賞与引当金 80,321 84,117 

その他 242,475 273,462 

流動負債合計 3,591,003 4,095,151 

固定負債    

長期借入金 ※１ 1,314,700 ※１ 946,100 

リース債務 263,001 377,893 

長期未払金 65,600 65,600 

再評価に係る繰延税金負債 ※２ 95,216 ※２ 95,216 

退職給付に係る負債 77,589 328,270 

その他 1,235 1,235 

固定負債合計 1,817,343 1,814,316 

負債合計 5,408,347 5,909,467 

純資産の部    

株主資本    

資本金 886,000 886,000 

資本剰余金 968,090 968,090 

利益剰余金 3,552,370 3,850,527 

自己株式 △75,920 △77,578 

株主資本合計 5,330,540 5,627,038 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 91,890 95,772 

土地再評価差額金 △1,252,689 △1,252,689 

退職給付に係る調整累計額 － △644 

その他の包括利益累計額合計 △1,160,799 △1,157,561 

純資産合計 4,169,740 4,469,477 

負債純資産合計 9,578,088 10,378,944 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 8,622,098 9,474,279 

売上原価 ※３ 4,751,643 ※３ 5,017,494 

売上総利益 3,870,455 4,456,785 

販売費及び一般管理費    

運搬費 572,117 640,715 

貸倒引当金繰入額 2,074 － 

従業員給料及び賞与 1,369,032 1,440,089 

賞与引当金繰入額 77,594 80,656 

退職給付費用 35,407 277,398 

福利厚生費 288,708 301,583 

賃借料 360,922 362,992 

減価償却費 76,284 73,769 

その他 ※１ 647,885 ※１ 691,305 

販売費及び一般管理費合計 3,430,029 3,868,510 

営業利益 440,426 588,274 

営業外収益    

受取利息 296 160 

受取配当金 5,011 5,036 

受取賃貸料 2,448 2,448 

受取手数料 1,246 1,277 

貸倒引当金戻入額 － 2,746 

その他 7,573 7,981 

営業外収益合計 16,575 19,649 

営業外費用    

支払利息 31,869 31,039 

その他 3,430 5,056 

営業外費用合計 35,299 36,095 

経常利益 421,701 571,828 

特別利益    

固定資産売却益 － 5,868 

投資有価証券売却益 － 896 

特別利益合計 － 6,765 

特別損失    

固定資産除却損 － ※２ 2,529 

特別損失合計 － 2,529 

税金等調整前当期純利益 421,701 576,064 

法人税、住民税及び事業税 155,450 270,708 

法人税等調整額 △4,301 △79,031 

法人税等合計 151,149 191,676 

当期純利益 270,552 384,387 

非支配株主に帰属する当期純利益 － － 

親会社株主に帰属する当期純利益 270,552 384,387 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 270,552 384,387 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 47,555 3,882 

退職給付に係る調整額 － △644 

その他の包括利益合計 47,555 3,238 

包括利益 318,108 387,625 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 318,108 387,625 

非支配株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 886,000 968,090 3,351,697 △2,584 5,203,203 

当期変動額           

剰余金の配当     △69,879   △69,879 

親会社株主に帰属する当期
純利益     270,552   270,552 

自己株式の取得       △73,336 △73,336 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 200,673 △73,336 127,336 

当期末残高 886,000 968,090 3,552,370 △75,920 5,330,540 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

土地再評価差額金 
退職給付に係る調整

累計額 
その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 44,334 △1,252,689 － △1,208,355 3,994,848 

当期変動額           

剰余金の配当         △69,879 

親会社株主に帰属する当期
純利益         270,552 

自己株式の取得         △73,336 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 47,555     47,555 47,555 

当期変動額合計 47,555 － － 47,555 174,892 

当期末残高 91,890 △1,252,689 － △1,160,799 4,169,740 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 886,000 968,090 3,552,370 △75,920 5,330,540 

当期変動額           

剰余金の配当     △86,230   △86,230 

親会社株主に帰属する当期
純利益     384,387   384,387 

自己株式の取得       △1,658 △1,658 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 298,156 △1,658 296,498 

当期末残高 886,000 968,090 3,850,527 △77,578 5,627,038 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

土地再評価差額金 退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 91,890 △1,252,689 － △1,160,799 4,169,740 

当期変動額           

剰余金の配当         △86,230 

親会社株主に帰属する当期
純利益         384,387 

自己株式の取得         △1,658 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

3,882   △644 3,238 3,238 

当期変動額合計 3,882 － △644 3,238 299,736 

当期末残高 95,772 △1,252,689 △644 △1,157,561 4,469,477 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 421,701 576,064 

減価償却費 448,570 557,981 

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,802 3,796 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,429 △3,078 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 3,701 249,752 

固定資産売却損益（△は益） － △5,868 

投資有価証券売却損益（△は益） － △896 

固定資産除却損 － 2,529 

レンタル資産取得による支出 △287,500 △436,134 

受取利息及び受取配当金 △5,307 △5,196 

支払利息 31,869 31,039 

売上債権の増減額（△は増加） △109,119 △73,215 

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,150 △114,228 

仕入債務の増減額（△は減少） 83,716 22,258 

未払消費税等の増減額（△は減少） 53,681 △10,270 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 318 1,695 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 25,435 44,501 

その他の固定資産の増減額（△は増加） 4,933 △2,567 

その他の固定負債の増減額（△は減少） △511 △1 

小計 663,712 838,161 

利息及び配当金の受取額 5,404 5,200 

利息の支払額 △31,831 △30,759 

法人税等の支払額 △156,677 △162,824 

営業活動によるキャッシュ・フロー 480,608 649,777 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の売却による収入 － 1,050 

有形固定資産の取得による支出 △26,561 △49,973 

有形固定資産の売却による収入 － 9,001 

その他投資等の取得による支出 △1,278 △9,773 

その他投資等の売却による収入 148 581 

貸付金の回収による収入 120 80 

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,571 △49,033 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 2,275,000 2,335,000 

短期借入金の返済による支出 △2,225,000 △2,335,000 

長期借入れによる収入 － 276,000 

長期借入金の返済による支出 △102,600 △378,600 

リース債務の返済による支出 △125,038 △156,071 

自己株式の取得による支出 △73,336 △1,658 

配当金の支払額 △69,731 △86,088 

財務活動によるキャッシュ・フロー △320,705 △346,418 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 132,331 254,325 

現金及び現金同等物の期首残高 2,415,365 2,547,697 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,547,697 ※ 2,802,022 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

 連結子会社の数  1社

連結子会社の名称

愛知フェンス工業株式会社

 

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法の適用会社はありません。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

 その他有価証券

時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用しております。

②  たな卸資産

  主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

で評価しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに、平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

その他 ２～24年

②  無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

③  リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

 従業員に対する賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異の処理方法 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法

 当社グループの行っている金利スワップ取引は、金利スワップの特例処理の要件を満たすものであり、特例

処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…金利スワップ取引

 ヘッジ対象…長期借入金の支払い金利

③ ヘッジ方針

 将来の金利変動によるリスク回避を目的に行っており、投機的な取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も

継続して、キャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判

定は省略しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

 

（追加情報）

（退職給付債務の計算方法の変更）

当社は、当第３四半期連結会計期間末より、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更しております。

この変更は、従業員数が300人を超えることが常態化したことに伴い、原則法により高い信頼性をもって退職給付

債務を見積り、適切な引当金の計上及び期間損益の適正化を図ることを目的としたものであります。

この結果、従来の方法によった場合と比べ当連結会計年度末の退職給付に係る負債が245,402千円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ244,474千円減少しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

建物 359,511千円 338,948千円

土地 664,666 664,666

計 1,024,177 1,003,614

 

 上記に対応する担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

短期借入金 1,356,000千円 1,356,000千円

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 1,651,300 1,548,700

計 3,007,300 2,904,700

 

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土

地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69条）第16条に規定する地価税の課税価額の基礎となる土地の価

額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行

って算定しております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△216,540千円 △182,042千円

 

 

（連結損益計算書関係）

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費

前連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

1,184千円 2,856千円 

 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

建物及び構築物

撤去費用

－千円

－千円

  29千円

2,500千円

 

※３ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

3,025千円 △7,174千円 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式        

普通株式 5,000 － － 5,000

合計 5,000 － － 5,000

自己株式        

普通株式（注） 8 201 － 209

合計 8 201 － 209

 （注）普通株式の自己株式の株数の増加201千株は、取締役会決議に基づく取得200千株及び単元未満株式の買取による

増加１千株であります。

 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 69,879 14 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日 

定時株主総会
普通株式 86,230 利益剰余金 18 平成29年３月31日 平成29年６月30日

 （注）平成29年６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創業60周年記念配当２円を含んでおります。
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式        

普通株式（注）１．２ 5,000 － 4,500 500

合計 5,000 － 4,500 500

自己株式        

普通株式（注）１．３．４ 209 0 189 21

合計 209 0 189 21

（注）１．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の減少4,500千株は株式併合によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、株式併合に伴う端数株式の買取り及び単元未満株式の買取り

によるものであります。

４．普通株式の自己株式の株式数の減少189千株は、株式併合によるものであります。

 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 86,230 18 平成29年３月31日 平成29年６月30日

（注）１．平成29年６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創業60周年記念配当２円を含んでおりま

す。

２．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」

につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 105,330 利益剰余金 220 平成30年３月31日 平成30年６月29日

 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 2,547,697千円 2,802,022千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －  － 

現金及び現金同等物 2,547,697  2,802,022 
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

 有形固定資産

  レンタル事業におけるレンタル商品であります。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

１年内 8,506 5,978

１年超 12,590 9,491

合計 21,096 15,469

 

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成29年３月31日） 

１．その他有価証券

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 197,569 94,982 102,587

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 197,569 94,982 102,587

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 197,569 94,982 102,587

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 7,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

 

- 18 -

セフテック㈱（7464）平成30年３月期　決算短信



当連結会計年度（平成30年３月31日） 

１．その他有価証券

  種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 203,321 94,828 108,493

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 203,321 94,828 108,493

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券      

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 203,321 94,828 108,493

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 7,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を、また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用

しております。なお、当社が有する退職一時金制度は、従来、簡便法によっておりましたが、当第３四半期連結

会計期間末より原則法に変更しております。この変更は、従業員数が300人を超えることが常態化したことに伴

い、原則法により高い信頼性をもって退職給付債務を見積り、適切な引当金の計上及び期間損益の適正化を図る

ことを目的としたものであります。

 

２．確定給付制度 

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度 

（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日） 

退職給付債務の期首残高 73,888 77,589

簡便法を適用した制度での退職給付費用 10,724 4,276

勤務費用 － 4,476

利息費用 － 266

数理計算上の差異の発生額 － 928

退職給付の支払額 △7,022 △970

簡便法から原則法への変更に伴う振替額 － 241,703

退職給付債務の期末残高 77,589 328,270

 

(2）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表 

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 77,589 328,270

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 77,589 328,270

     

退職給付に係る負債 77,589 328,270

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 77,589 328,270

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

簡便法を適用した制度での退職給付費用 10,724 4,276

勤務費用 － 4,476

利息費用 － 266

簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額

（注）
－ 241,703

確定給付制度に係る退職給付費用 10,724 250,723

（注）当社が退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更したことによる差額であります。
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(4）退職給付に係る調整額 

 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

数理計算上の差異 － △928

 

(5）退職給付に係る調整累計額

 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

未認識数理計算上の差異 － △928

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項 

 主要な数理計算上の計算基礎 

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

割引率 －％ 0.3％

 

３．確定拠出制度 

 確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度24,683千円、当連結会計年度26,674千円であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

おります。

 当社グループは、土木工事用保安用品の販売及びレンタルを全国展開しております。従って単一事業

ではありますが、事業活動の特徴に基づき、取締役会に報告されている東日本エリアと西日本エリアを

報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

  前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表計 
上額 

（注）２   東日本エリア 西日本エリア 計 

売上高          

外部顧客への売上高 4,629,420 3,992,677 8,622,098 － 8,622,098 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
22,888 16,311 39,199 △39,199 － 

計 4,652,309 4,008,989 8,661,298 △39,199 8,622,098 

セグメント利益 409,627 324,183 733,811 △293,385 440,426 

セグメント資産 3,655,736 2,024,010 5,679,746 3,898,341 9,578,088 

その他の項目          

減価償却費 47,719 21,276 68,996 379,573 448,570 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
34,703 31,768 66,471 451,522 517,993 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△293,385千円は、全社費用のうち配賦の困難な費用であります。

(2）セグメント資産の調整額3,898,341千円は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産であります。

(3）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額451,522千円は、主に報告セグメン

トに帰属しない本社資産であります。

 ２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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  当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表計 
上額 

（注）２   東日本エリア 西日本エリア 計 

売上高          

外部顧客への売上高 5,029,163 4,445,115 9,474,279 － 9,474,279 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
20,112 21,097 41,210 △41,210 － 

計 5,049,276 4,466,213 9,515,489 △41,210 9,474,279 

セグメント利益 505,143 471,413 976,556 △388,281 588,274 

セグメント資産 3,756,432 2,047,614 5,804,047 4,574,897 10,378,944 

その他の項目          

減価償却費 65,077 35,163 100,241 457,739 557,981 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
80,727 40,885 121,613 714,613 836,226 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△388,281千円は、全社費用のうち配賦の困難な費用であります。

(2）セグメント資産の調整額4,574,897千円は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産であります。

(3）その他の項目の有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額714,613千円は、主に報告セグメン

トに帰属しない本社資産であります。

 ２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が全てであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。

 

当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が全てであるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

 

（１株当たり情報）

 

 

 

前連結会計年度

（自  平成28年４月１日

至  平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成29年４月１日

至  平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 8,704.01円 9,335.20円

１株当たり当期純利益金額 550.27円 802.57円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定して

おります。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前連結会計年度

（自  平成28年４月１日

至  平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自  平成29年４月１日

至  平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千

円）
270,552 384,387

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（千円）
270,552 384,387

期中平均株式数（株） 491,677 478,948

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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４．その他

 (１）生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

品目 

前連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

標識・標示板 456,378 39.4 475,396 41.8

安全機材 277,387 24.0 239,407 21.0

保安警告サイン 294,172 25.4 295,319 26.0

安全防災用品 33,746 2.9 35,538 3.1

その他 95,808 8.3 92,031 8.1

合計 1,157,493 100.0 1,137,693 100.0

 （注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

② 商品仕入実績

品目 

前連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

標識・標示板 507,287 14.6 463,646 11.9

安全機材 214,958 6.2 238,026 6.1

保安警告サイン 177,203 5.1 219,576 5.7

安全防災用品 566,946 16.4 622,356 16.0

その他 736,701 21.2 837,416 21.6

小計 2,203,097 63.5 2,381,022 61.3

レンタル仕入高 1,264,203 36.5 1,500,265 38.7

合計 3,467,301 100.0 3,881,287 100.0

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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③ 受注状況

 当社グループは、受注生産を行っておりません。

 

④ 販売実績

品目 

前連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

金額（千円） 
構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

標識・標示板 1,707,892 19.8 1,687,504 17.8 

安全機材 683,302 7.9 638,857 6.7

保安警告サイン 690,073 8.0 644,595 6.8

安全防災用品 832,519 9.6 907,606 9.6

その他 1,057,081 12.3 1,189,686 12.6

小計 4,970,869 57.6 5,068,250 53.5

レンタル売上高 3,651,228 42.4 4,406,029 46.5

合計 8,622,098 100.0 9,474,279 100.0

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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